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特別勘定運用レポートをご覧いただくにあたって

当資料をご覧いただく際にご留意いただきたい事項
・当資料はご契約者さま等に対し、三井住友海上プライマリー生命のえらんで、そなえる〔災害保障型変額終身保険〕の
特別勘定および特別勘定が主たる投資対象とする投資信託の運用状況を開示するためのものであり、生命保険契約の募
集および当該投資信託の勧誘を目的としたものではありません。
・当資料に記載されている運用実績等に関する情報は過去のものであり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するもので
はありません。また、［組入投資信託の運用状況］に記載されているコメント等は当資料作成時点の見解に基づくもの
であり、予告なく変更されることがあります。
・［組入投資信託の運用状況］は、運用会社が作成する運用報告を三井住友海上プライマリー生命が参考情報としてその
まま提供するものであり、内容に関しては、三井住友海上プライマリー生命の責めによるものを除き、三井住友海上プ
ライマリー生命は一切の責任を負いません。
・商品内容につきましては、「契約締結前交付書面（契約概要／注意喚起情報）」、「ご契約のしおり・約款」および「特別
勘定のしおり」等をご覧ください。

この保険商品についてご確認いただきたい事項
■この保険のリスクについて
・�この保険は、特別勘定の運用実績に基づいて将来の死亡保険金額、解約払戻金額等が変動（増
減）します。特別勘定の資産は、主に国内外の株式・債券等に投資する投資信託を通じて運用
されるため、株価や債券価格の下落、為替の変動等により、死亡保険金、解約払戻金等のお受
取りになる合計額が払込まれた保険料を下回る可能性があり、損失が生じるおそれがあります。
・�お客さまが積立金の移転（スイッチング）を行った際には、選択した特別勘定の種類によって
は基準となる指標やリスクの種類が異なる場合がありますのでご注意ください。

■ご負担いただく費用について
この保険では、保険関係費および資産運用関係費等をご負担いただきます。また、一定期間内にご契約を解約・一部解
約する場合には、所定の解約控除がかかります。詳しくは次ページ「諸費用について」をご参照ください。
■その他
・変額終身保険は特別勘定の主たる運用手段として投資信託を用いますが、ご契約者が投資信託を直接保有するもので
はありません。
・特別勘定のユニットプライスの値動きは、特別勘定が投資対象とする投資信託の値動きと必ずしも一致しません。こ
れは、特別勘定が投資信託のほかに保険契約の異動等に備えて一定の現預金を保有することがあること等によるもの
です。

特別勘定運用レポートをご覧いただくにあたって①



諸費用について
この保険の費用の合計は、以下の費用の合計額となります。

特別勘定での運用期間中にご負担いただく費用
1．すべてのご契約者にご負担いただく費用
下記の費用を控除した上で、ユニットプライス・ユニット数は計算されます。

項 目 目 的 費 用 時 期

保険関係費
ご契約の締結および維持等に必要な
費用ならびに災害死亡保険金等を�
支払うための費用

積立金額に対して年率1.2％ 左記の年率の1/12を乗じた金額を特別
勘定繰入日とその月単位の応当日に控除

資産運用関係費 特別勘定の運用にかかわる費用 特別勘定ごとに異なります。
詳しくは下記をご覧ください。

各特別勘定の資産残高に対して所定の�
年率の1/365を乗じた金額を毎日控除

特別勘定の名称 資産運用関係費
（消費税込・年率）

バランスWF 0.605％程度＊1

バランスSS 0.253％程度

バランスSK 0.286％程度＊1

バランスPM 0.3685％程度
+投資先投信費用＊2

国内株式NK 0.176％程度

特別勘定の名称 資産運用関係費
（消費税込・年率）

国内株式ES 0.176％程度

外国株式UG 0.704％程度

外国株式DJ 0.253％程度

外国株式GP 0.253％程度

リートJR 0.462％程度

特別勘定の名称 資産運用関係費
（消費税込・年率）

リートGR 0.275％程度

国内債券KP 0.154％程度

外国債券GP 0.209％程度

マネー 0.066％程度

＊1 �投資信託とそのマザーファンドにおいて有価証券の貸付の指図を行った場合は、投資信託の品貸料およびマザーファンドの品貸料のうち
投資信託の信託財産に属するとみなした額に50％未満の率を乗じて得た額を信託報酬として、各特別勘定の資産残高から控除します。
・品貸料は投資信託の収益として計上され、その一部を信託報酬として受取るものです。

＊2 合計の概算で最大1.241%程度

ご注意

・資産運用関係費は信託報酬等を記載しています。この他、信託財産留保額、有価証券の売買手数料、運用関連の費用・税金、
監査費用等がかかる場合がありますが、費用の発生前に金額や割合を確定することが困難なため表示することができません。
これらの費用が発生する場合は、特別勘定がその保有資産から負担するため、特別勘定のユニットプライスに反映されること
となります。したがって、お客さまはこれらの費用を間接的に負担することとなります。
・資産運用関係費は、運用手法の変更、運用資産額の変動等の理由により、将来変更される可能性があります。

2．特定のご契約者にご負担いただく費用
特別勘定のユニットプライスを計算した後に特定のご契約者にご負担いただきます。

項 目 目 的 費 用 時 期

死亡保障
特約費用

死亡保障コースを選択した場合の�
保障にかかる費用

性別・年齢ごとに異なります。
基本保険金額に対して

年率0.1325～0.7198%
契約日から2年経過後、基本保険金額に
対して、所定の年率の1/12を乗じた
金額を特別勘定繰入日の月単位の応当日
に控除介護保障

特約費用
介護・認知症保障コースを選択した
場合の保障にかかる費用

性別・年齢ごとに異なります。
基本保険金額に対して

年率0.2539～0.9530%
積立金
移転手数料

1保険年度16回目から、インター
ネット以外の方法で、積立金を移転
する際にかかる費用

1回につき2,500円 積立金の移転時に積立金額から控除

遺族年金支払特約および年金移行特約による年金支払期間中にご負担いただく費用
項 目 目 的 費 用 時 期

年金管理費 ご契約の維持に必要な費用ならびに
年金等を支払うための費用 年金額に対して1％ 年金支払日に責任準備金から控除

※上記費用は上限です。なお、年金支払開始日時点の費用を年金支払期間を通じて適用します。

解約・一部解約または年金へ移行する時にご負担いただく費用
契約日（増額部分については増額日）から解約日、一部解約日もしくは年金への移行日の前日までの年数が10年未満の
場合には、契約日（増額日）からの経過年数に応じて解約控除対象額（解約の場合は基本保険金額、一部解約の場合は一
部解約請求金額）に解約控除率を乗じた金額（解約控除額）が積立金額から差引かれます。
契約日（増額日）
からの経過年数 1年未満 1年以上

2年未満
2年以上
3年未満

3年以上
4年未満

4年以上
5年未満

5年以上
6年未満

6年以上
7年未満

7年以上
8年未満

8年以上
9年未満

9年以上
10年未満 10年以上

解約控除率 3.5％ 3.1％ 2.8％ 2.4％ 2.1％ 1.7％ 1.4％ 1.0％ 0.7％ 0.3％ 0％

特別勘定運用レポートをご覧いただくにあたって②



組入投資信託の運用状況

1

特別勘定の名称：バランスWF

ファンドラップ運用戦略F（中庸型）

ファンド名：ファンドラップ運用戦略F（中庸型）（適格機関投資家専用） 作成基準日：

①

※

②

③

④

⑤

⑥

※

●基準価額等

※純資産総額は百万円未満四捨五入

設定・運用は、三井住友トラスト・アセットマネジメント（https：//www.smtam.jp/）

運用状況によっては、分配金額が変わる場合、あるいは分配金が支払われない場
合があります。

各資産及び各投資対象ファンドへの投資割合は、
各資産の期待リターンやリスク、各資産間の相関
係数、各投資対象ファンドのリターン・リスク特性
等をもとに決定します。

ファンドの騰落率は、分配金（課税前）を分配時に再投資したものとみなして修正し
た基準価額を基に算出しています。

国内株式、先進国株式、新興国株式、国内リー
ト、海外リート、コモディティを実質的な投資対象と
する投資対象ファンドへの投資割合の合計は、純
資産総額に対して75％未満とします。

投資対象ファンドへの投資割合は、原則として高
位を維持します。

原則として為替ヘッジを行いません。ただし、外貨
建資産について為替ヘッジを行うマザーファンドの
受益証券を組み入れる場合があります。

資金動向、市況動向の急激な変化が生じたとき等
並びに投資信託財産の規模によっては、上記の
運用ができない場合があります。

2025年4月30日

主として、国内株式、国内債券、先進国株式、先
進国債券、新興国株式、新興国債券、国内不動
産投資信託証券（以下「国内リート」）、海外不動
産投資信託証券（以下「海外リート」）、コモディティ
を実質的な投資対象とする複数の投資対象ファン
ドへの投資を通じて、幅広い資産に分散投資し、
信託財産の中長期的な成長を目指して運用を行
います。

基準価額（分配金再投資）

基準価額（分配金再投資）

基準価額の推移（当ファンド）

ファンドの特色

信託財産の構成

基準価額の騰落率

（注）対純資産総額比

ファンドの状況

前 月 末 比

基 準 価 額 12,112円 -135円

解 約 価 額 12,112円 -135円

純 資 産 総 額 3,428百万円 -29百万円

第1期(2022.08.22)分配金  0.00円

第2期(2023.08.21)分配金  0.00円

第3期(2024.08.20)分配金  0.00円

円
（10,000口あたり、課税前）
設定来分配金合計

ファンド設定日：2021/08/06

1ヶ月 3ヶ月 6ヶ月 1年 3年 設定来

ファンド

名称 配分比率
月間寄与額

(概算）
月間騰落率

国内株式インデックス マザーファンド +9円

国内債券インデックス マザーファンド +19円

外国株式インデックス マザーファンド -97円

世界債券総合インデックスマザーファンド -42円

新興国株式インデックス マザーファンド -16円

J-REITインデックス マザーファンド +8円

グローバルREITインデックス マザーファンド -34円

グローバル・コモディティ（米ドル建て） マザーファンド -13円

ゴールドマザーファンド（為替ヘッジあり） +35円

短期資産 -5円

合計 -135円

バランスWF

この保険のご留意いただきたい内容については、巻頭に「特別勘定運用レポートをご覧いただくにあたって」の記載が
ございますので、必ずご確認ください。



組入投資信託の運用状況

2

特別勘定の名称：バランスSS

グローバル3倍3分法オープン

■ 投資信託の特徴

■ 純資産総額 ■ 設定日 ■ 基準価額の推移

■ 基準価額騰落率 表示桁数未満四捨五入

■ ベンチマーク

なし

■ 資産構成比率(%) ■ 通貨別構成比率(%)

日本株式先物

海外先進国株式

海外新興国株式

日本リート

海外先進国リート

日本国債先物

米国国債先物

ドイツ国債先物

イギリス国債先物

豪州国債先物

合計

現金その他

【運用会社】日興アセットマネジメント株式会社

1. 実質的に、世界の株式、REITおよび債券などに分散投資を行ない、収益の獲得をめざします。
2. 世界の株式やREITに加えて、株価指数先物取引や国債先物取引などを活用することで、信託財産の純資産総額の3倍相当額の投資
を行ないます。
3. 年1回、決算を行ないます。

4.39 億円 2021年7月27日

2025年4月30日現在

※基準価額の騰落率は、分配金（税引前）を再投資し計算しています。

3年 設定来

基準価額 0.80 △ 3.90 △ 6.13 △ 0.69 △ 1.58 △ 13.17

% 1ヶ月 3ヶ月 6ヶ月 1年

※「資産構成比率」「通貨別構成比率」の比率は、対純資産総額です。

58.8

39.9

193.4

292.1
20.9

株式

不動産投信

債券

292.1
20.9

19.6
19.5
19.7
20.5
19.4
39.5
39.0
38.7
38.2
38.0

その他 19.4

日本円 34.8
アメリカドル 33.6
香港ドル 4.7
ユーロ 3.9
オーストラリアドル 3.7

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

21/07/27 22/07/05 23/06/13 24/05/21 25/04/29

(円)

【投資信託の運用レポート】 ＜月次＞

グローバル3倍3分法オープン（適格機関投資家専用）

バランス SS

この保険のご留意いただきたい内容については、巻頭に「特別勘定運用レポートをご覧いただくにあたって」の記載が
ございますので、必ずご確認ください。



組入投資信託の運用状況
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特別勘定の名称：バランスSK

世界経済パッシブファンド

ファンド名：私募世界経済パッシブファンド（適格機関投資家専用） 作成基準日：

①

※

②

③

④

⑤

⑥

※

設定・運用は、三井住友トラスト・アセットマネジメント（https：//www.smtam.jp/）

各マザーファンドの基本組入比率は、年1回見直
しを行います。

実質組入外貨建資産に対する為替ヘッジは、原
則として行いません。

ファンドの騰落率は、分配金（課税前）を分配時に再投資したものとみなして修正し
た基準価額を基に算出しています。

各マザーファンドの基本組入比率は、地域別の
GDP（Gross Domestic Product（国内総生産））総
額の比率に基づき決定します。また、各マザー
ファンドの組入比率には一定の変動許容幅を設け
ます。

株式と債券の基本資産配分比率は、株式50％、
債券50％とします。

主として、国内株式インデックス マザーファンド、
国内債券インデックス マザーファンド、外国株式イ
ンデックス マザーファンド、外国債券インデックス
マザーファンド、新興国株式インデックス マザー
ファンド及び新興国債券インデックス マザーファン
ドへの投資を通じて、日本を含む世界の株式（DR
（預託証券）を含みます。）及び債券に実質的に分
散投資することでリスクの低減を図ります。

資金動向、市況動向の急激な変化が生じたとき等
並びに投資信託財産の規模によっては、上記の
運用ができない場合があります。

運用状況によっては、分配金額が変わる場合、あるいは分配金が支払われない場
合があります。

2025年4月30日

基準価額（分配金再投資）

基準価額（分配金再投資）

ファンドの特色

前 月 末 比

基 準 価 額 13,054円 -419円

解 約 価 額 13,041円 -419円

純 資 産 総 額 1,853百万円 -34百万円

第1期(2022.06.10)分配金  0.00円

第2期(2023.06.12)分配金  0.00円

第3期(2024.06.10)分配金  0.00円

円
（10,000口あたり、課税前）
設定来分配金合計

●基準価額等

名称 組入比率 基本組入比率 月間寄与額(概算） 月間騰落率

国内株式インデックス マザーファンド 1円

国内債券インデックス マザーファンド 1円

外国株式インデックス マザーファンド -153円

外国債券インデックス マザーファンド -63円

新興国株式インデックス マザーファンド -153円

新興国債券インデックス マザーファンド -49円

短期資産 -3円

合計 -419円

※対純資産総額比

基準価額の騰落率

ファンド設定日：2021/08/06

1ヶ月 3ヶ月 6ヶ月 1年 3年 設定来

ファンド

信託財産の構成

※純資産総額は百万円未満四捨五入

ファンドの状況

基準価額の推移（当ファンド）

バランス SK

この保険のご留意いただきたい内容については、巻頭に「特別勘定運用レポートをご覧いただくにあたって」の記載が
ございますので、必ずご確認ください。
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特別勘定の名称：バランスPM

ピクテ・マルチアセット・アロケーション・ファンド

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

13,000

14,000

2015/2/16 2018/2/16 2021/2/16 2024/2/16

基準価額

（円）

1ヵ月 6ヵ月 1年 3年 設定来

ファンド -1.36% -2.66% 0.04% 2.95% 24.77%

2025/4/30 2025/3/31

株式 30.5%      32.0%      

債券 37.6%      38.5%      

オルタナティブ 20.4%      21.1%      

キャッシュ・短期金融商品等 11.5%      8.4%      

合計 100.0%      100.0%      

直近の純資産総額推移

24/6末 24/9末 24/12末 25/3末

2,325億円 2,202億円 2,023億円 1,882億円

1,841億円

（作成基準日：2025年4月30日）

【設定来の基準価額の推移】 【マザーファンドの資産別構成比】

【マザーファンドの純資産総額】

○当月の市場概況

世界の株式市場は、月初にトランプ米大統領が相互関税を発表したことで世界経済の先行きに対する警戒感が強まり、急落しました。その後、米国が通商政策で

強硬姿勢を軟化させたとの見方などから持ち直しに転じましたが、月間では下落となりました。業種別では、公益事業や生活必需品などが上昇した一方、エネル

ギーやヘルスケアなどが下落しました。

世界の国債市場は、米国の相互関税が物価上昇要因になるとの見方や、トランプ米大統領が米連邦準備制度理事会（FRB）の独立性を脅かす発言をしたことなど

が嫌気され下落（利回りは上昇）する局面がありました。しかしその後、FRB高官が景気に配慮する考えを示したことや、欧州中央銀行（ECB）が追加利下げに踏み

切ったことなどから、月を通せば前月末より上昇（利回りは低下）しました。

ドル・円為替相場は、米国の関税政策に伴う不透明感やトランプ米大統領がパウエルFRB議長を非難したことなどが嫌気され、円高・ドル安が進みました。ユーロ・

円為替相場は、ECBによる追加利下げと、米国から欧州へと資金を移す動きの綱引きとなり、前月末とほぼ横ばいの水準で月の取引を終えました。

○主な投資行動

資産配分では、キャッシュ比率を引き上げた一方、株式、債券およびオルタナティブの組入比率を引き下げました。株式部分では、ブランド関連株式を売却し世界

高配当公益株式の組入れを開始しました。その他では、新興国高配当株式などを買い増した一方、世界株式や世界金融株式（ETF）などの組入比率を引き下げま

した。債券部分では、世界ESG関連投資適格社債や新興国債券（為替ヘッジ）などの組入比率を引き下げた一方、デルタ・ファンド内でドイツ長期国債（先物）および

米国長期国債（先物）の組入比率を引き上げました。オルタナティブ部分では、世界株式ロング・ショート（為替ヘッジ）の組入比率を引き下げました。

○基準価額の変動要因

当月末の基準価額は、前月末比で下落となりました。株式部分では、世界株式（AI運用型）、世界株式、世界スタイル株式などがマイナスに寄与しました。債券部分

では、世界ESG関連投資適格社債や新興国債券（為替ヘッジ）などがマイナス寄与となりました。オルタナティブ部分では、金やマルチストラテジー（市場中立型・為

替ヘッジ）などがプラスに寄与した一方、アジア株式ロング・ショート戦略（為替ヘッジ）などがマイナス寄与となりました。

○今後のポイント

米国トランプ政権の関税政策を巡る不確実性により、世界経済（特に震源地である米国）や企業業績の先行きは楽観を許さない状況にあるものの、主要中央銀行

が景気への配慮を示したことなどを契機に、足下では買い戻しの動きが見られています。このため、リスク資産に対する評価を若干の強気に維持し、相場のリバウ

ンド局面に備える方針です。ただし関税の影響はこれから実体経済に及ぶと思われ、買い戻しに一巡感が出た場合には、リスク資産に対する評価を引き下げるこ

とも検討していきます。株式では、独自の成長材料がある欧州株や新興国株を選好すると同時に、公益株などディフェンシブ株の比率を高める方針です。債券では

ドイツ国債や米国物価連動債への比率を高める方針です。

(※将来の市場環境の変動等により、上記の内容が変更される場合があります。)

【基準価額の騰落率】

(注)上記の騰落率は、税金控除前であり、実際の投資者利回りとは異なります。また、将来の運用成果等を示唆

あるいは保証するものではありません。

●当資料は、ピクテ・ジャパン株式会社が設定・運用する適格機関投資家私募投資信託に関する情報の提供を目的として当社が作成した資料です。●投資信託は、値動きのある有価証券等（外貨建資産に投資する場合は、為替
変動リスクもあります）に投資いたしますので、基準価額は変動します。したがって、投資者の皆さまの投資元本が保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。
●運用による損益は、すべて投資者の皆さまに帰属します。●当資料に記載された過去の実績は、将来の運用成果等を示唆あるいは保証するものではありません。●当資料は信頼できると考えられる情報に基づき作成されていますが、
その正確性、完全性を保証するものではありません。●当資料中に示された意見等は、作成日現在の当社の見解であり、事前の連絡なしに変更されることがあります。●投資信託は預金等ではなく元本および利回りの保証はありませ
ん。●当資料は金融商品取引法に基づく開示書類ではありません。●当ファンドは、適格機関投資家私募投資信託のため有価証券届出書の提出は行っておりません。●当資料に掲載されているいかなる情報も、法務、会計、税務、
経営、投資その他に係る助言を構成するものではありません。

※基準価額は信託報酬等控除後。

ピクテ・マルチアセット・アロケーション・ファンド(適格機関投資家専用)
＜運用：ピクテ・ジャパン株式会社＞

グバML040113

バランス PM

この保険のご留意いただきたい内容については、巻頭に「特別勘定運用レポートをご覧いただくにあたって」の記載が
ございますので、必ずご確認ください。
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特別勘定の名称：国内株式NK

日経225 パッシブファンド

ファンド名：私募日経225パッシブファンド（適格機関投資家専用） 作成基準日：

● 運用方針

ファンド設定日：2021/08/06

● 資産構成比

● 株式銘柄数

比 率※2

設定・運用は、三井住友トラスト・アセットマネジメント（https：//www.smtam.jp/）

コール・その他

225銘柄

6ヶ月

銘　　　柄 比率※

1年

株　　式　　比　　率

うち現物

うち先物

・

・

・

・

●

●

ファンド

1ヶ月 3ヶ月

業　種※1

+162円

+162円

テルモ

東京エレクトロン

アドバンテスト

ソフトバンクグループ

ＫＤＤＩ

コナミグループ

ソニーグループ

-1百万円純資産総額 189百万円

ファナック

ダイキン工業

バンダイナムコホールディングス

ＮＴＴデータグループ

トヨタ自動車

京セラＴＤＫ

比率※

ファーストリテイリング

3年 5年 10年 設定来

基準価額

解約価額

13,872円

13,872円

前月末比

2025年4月30日

主としてわが国の株式に投資し、日経平均トータルリ
ターン・インデックス※と連動する投資成果を目指しま
す。
株式の実質組入比率は、原則として高位を維持しま
す。
ただし、資金動向、市況動向の急激な変化が生じたと
き等並びに投資信託財産の規模によっては、上記の
運用ができない場合があります。
ファミリーファンド方式で運用します。ファミリーファンド
方式とは、受益者からの資金をまとめてベビーファンド
（私募日経 パッシブファンド（適格機関投資家専
用））とし、その資金をマザーファンド（日経 インデッ
クス マザーファンド（ ））に投資して、実質的な運用は
マザーファンドで行う仕組みです。
投資対象等
「日経225インデックス マザーファンド（S）」
ベンチマーク
日経平均トータルリターン・インデックス

－－

卸売業

－

－

－

－

ﾍﾞﾝﾁﾏｰｸ

超過収益率

日東電工

任天堂信越化学工業

中外製薬

リクルートホールディングス

銘　　　柄
電気機器
小売業

情報・通信業
医薬品
化学

サービス業
機械

輸送用機器
精密機器

※運用状況によっては、分配金額が変わる場合、
あるいは分配金が支払われない場合があります。

基準価額 分配金再投資

ベンチマーク

※1 東証 業種ベース ※2 対純資産総額比 ※対純資産総額比

ファンドの特色 ファンドの状況

基準価額の騰落率

●基準価額等

基準価額の推移

組入上位 業種（マザーファンド）

信託財産（マザーファンド）の構成

※対純資産総額比

設定当初 として指数化

組入上位 銘柄（マザーファンド）

※ファンドの騰落率は、分配金（課税前）を分配時に再投資したものとみなして修正した
基準価額を基に算出しています。

日経平均トータルリターン・インデックスとは、株式会社日本経済新聞社が独自に

開発した手法により、東京証券取引所プライム市場上場銘柄のうち日経平均株

価を構成する 銘柄の値動きだけでなく、各構成銘柄の配当も加味した場合の

パフォーマンスを示す指数です。

「日経平均株価」及び「日経平均トータルリターン・インデックス」（以下、「日経平

均」という。）に関する著作権、知的所有権、その他一切の権利は日本経済新聞

社に帰属します。日本経済新聞社は「日経平均」を継続的に公表する義務を負う

ものではなく、その誤謬、遅延又は中断に関して責任を負いません。また、本件投

資信託について、日本経済新聞社は一切の責任を負うものではありません。

※

※純資産総額は百万円未満四捨五入

円
（10,000口あたり、課税前）
設定来分配金合計

第1期(2022.05.20)分配金  0.00円

第2期(2023.05.22)分配金  0.00円

第3期(2024.05.20)分配金  0.00円

国内株式NK

この保険のご留意いただきたい内容については、巻頭に「特別勘定運用レポートをご覧いただくにあたって」の記載が
ございますので、必ずご確認ください。
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特別勘定の名称：国内株式ES

日本株式ESG セレクト・リーダーズパッシブファンド

ファンド名：私募日本株式ESGセレクト・リーダーズパッシブファンド（適格機関投資家専用） 作成基準日：

● 運用方針

ファンド設定日：2021/08/06

● 資産構成比

● 組入銘柄数

業　種※1 ﾍﾞﾝﾁﾏｰｸ構成比

電気機器
情報・通信業
輸送用機器

機械
銀行業
化学

保険業
サービス業

小売業
医薬品

設定・運用は、三井住友トラスト・アセットマネジメント（https：//www.smtam.jp/）

－

－

－

－

+49円

+49円

3年 5年 10年 設定来

基準価額

解約価額

15,354円

15,354円

前月末比

2025年4月30日

主としてわが国の金融商品取引所等に上場している
株式に投資し、 ジャパン セレクト・リーダーズ
指数（配当込み）※に連動する投資成果を目指しま
す。
株式への実質投資割合は、原則として高位を維持しま
す。
ただし、資金動向、市況動向の急激な変化が生じたと
き等並びに投資信託財産の規模によっては、上記の
運用ができない場合があります。
ファミリーファンド方式で運用します。ファミリーファンド
方式とは、受益者からの資金をまとめてベビーファンド
（私募日本株式 セレクト・リーダーズパッシブファン
ド（適格機関投資家専用））とし、その資金をマザーファ
ンド（日本株式 セレクト・リーダーズインデックスマ
ザーファンド）に投資して、実質的な運用はマザーファ
ンドで行う仕組みです。
投資対象等
「日本株式 セレクト・リーダーズインデックスマザー
ファンド」
ベンチマーク

ジャパン セレクト・リーダーズ指数（配当込
み）

－－

ﾍﾞﾝﾁﾏｰｸ

超過収益率

ソフトバンクグループ

第一三共

ソフトバンク

ＨＯＹＡ

富士通

中外製薬

アドバンテスト

ダイキン工業

銘　　　柄 比率※

トヨタ自動車

伊藤忠商事

東京海上ホールディングス

東京エレクトロン

ファーストリテイリング

三菱重工業

ソニーグループ

日立製作所

三井住友フィナンシャルグループ

リクルートホールディングス

みずほフィナンシャルグループ

ＫＤＤＩ

-3百万円純資産総額 87百万円

コール・その他

238銘柄

比 率※2 銘　　　柄 比率※

株　　式　　比　　率

うち現物

うち先物

・

・

・

・

●

●

ファンド

1ヶ月 3ヶ月 6ヶ月 1年

※運用状況によっては、分配金額が変わる場合、
あるいは分配金が支払われない場合があります。

基準価額 分配金再投資

ベンチマーク

※1 東証 業種ベース ※2 対現物株式評価額比 ※対純資産総額比

ファンドの特色 ファンドの状況

●基準価額等

基準価額の推移

組入上位 業種（マザーファンド）

信託財産（マザーファンド）の構成

※対純資産総額比

設定当初 として指数化

組入上位 銘柄（マザーファンド）

※ファンドの騰落率は、分配金（課税前）を分配時に再投資したものとみなして修正した
基準価額を基に算出しています。

ジャパン セレクト・リーダーズ指数は、 が開発した株価指数で、

親指数（ ジャパン トップ 指数：時価総額上位 銘柄）構成銘柄の中か

ら、親指数における各 業種分類の時価総額 ％を目標に、 評価に優れ

た企業を選別して構築される指数です。この選別手法により、 評価の高い企

業を選ぶことで発生しがちな業種の偏りが抑制されています。「配当込み」指数は、

配当収益を考慮して算出した指数です。

※

※純資産総額は百万円未満四捨五入

円
（10,000口あたり、課税前）
設定来分配金合計

第2期(2023.04.05)分配金  0.00円

第3期(2024.04.05)分配金  0.00円

第4期(2025.04.07)分配金  0.00円

基準価額の騰落率

国内株式 ES

この保険のご留意いただきたい内容については、巻頭に「特別勘定運用レポートをご覧いただくにあたって」の記載が
ございますので、必ずご確認ください。
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特別勘定の名称：外国株式UG

UBS USグロース株式ファンド

下記は基準日時点におけるデータであり、将来の成果を示唆・保証するものではなく、市場動向等により変動します。また、いかなる
個別銘柄の売買、ポートフォリオの構築、投資戦略の採用等の行為を推奨するものではありません。ポートフォリオの内容は市場動
向等を勘案して随時変更されます。本資料で使用している指数等に係る知的所有権、その他一切の権利は、当該指数等の開発元ま
たは公表元に帰属します。下記の市場概況と今後の見通しは、本資料作成時点のものであり、将来の動向や結果を示唆、保証するも
のではありません。また、将来予告なしに変更する場合もあります。
© UBS 2025. キーシンボル及びUBSの各標章は、UBSの登録又は未登録商標です。UBSは全ての権利を留保します。

基基準準日日::        22002255..0044..3300

UBSアセット・マネジメント

UUSSググロローースス株株式式フファァンンドド（（適適格格機機関関投投資資家家向向けけ））

-2,147

純資産総額（百万円） 59,985 61,342 -1,357

フファァンンドドのの主主なな特特色色

・・主主ににUUBBSS  UUSSググロローースス株株式式ママザザーーフファァンンドド（（以以下下「「ママザザーーフファァンンドド」」））とといいいいまますす））へへのの投投資資をを通通じじてて、、高高いい収収益益性性、、成成長長性性がが期期待待さされれ
    るる米米国国株株式式にに投投資資をを行行いい、、信信託託財財産産のの中中長長期期的的なな成成長長をを目目指指ししてて運運用用をを行行いいまますす。。
・・株株式式のの銘銘柄柄選選択択ににああたたっっててはは、、将将来来のの成成長長余余地地ややそそのの持持続続期期間間ににつついいてて、、市市場場でで過過小小評評価価さされれてていいるる優優れれたた企企業業でで、、株株価価上上昇昇
    がが期期待待ででききるる銘銘柄柄をを選選別別ししまますす。。
・・実実質質外外貨貨建建資資産産ににつついいててはは、、原原則則ととししてて対対円円ででのの為為替替ヘヘッッジジをを行行いいまませせんん。。

運運用用実実績績

■■フファァンンドドデデーータタ

2025年4月30日 2025年3月31日 差

■■基基準準価価額額（（分分配配金金再再投投資資））のの騰騰落落率率

1ヶ月 3ヶ月 6ヶ月 1年

基準価額（円） 70,327 72,474

3年 設定来

ファンド -3.0% -18.2% -12.2% 0.7% 61.0% 603.3%

現物資産（株式） 98.5% 情報技術 45.8% 金融 7.3%

665.6%

※設定来のパフォーマンス計測における基準日について、ファンドは設定日（2013年7月11日）、
参考指標はファンドにおける株式組入れ開始日の2013年7月17日としております。参考指数は、
ラッセル1000グロース指数（配当込、円換算ベース）を指数化したものです。
※騰落率は各応答日で計算しています。応答日が休業日の場合は前営業日の数値で計算してい
ます。
※基準価額の騰落率と実際の投資家利回りは異なります。
※上記は過去の実績であり、将来の運用成果を示唆、保証するものではありません。

※上記グラフは設定日から報告基準日までのデータを表示しています。
※基準価額（分配金再投資）は、運用管理費用（信託報酬）控除後、ファンドの分配金（1万口当たり、
　税引前）でファンドを購入（再投資）したと仮定した場合の価額です。

ポポーートトフフォォリリオオ・・市市場場のの状状況況

■■資資産産構構成成比比 ■■業業種種別別構構成成比比

参考指数 -3.0% -17.4% -11.4% 1.9% 67.7%

合計 100.0% ヘルスケア 10.2% 素材 1.3%

キャッシュ・その他 1.5% 一般消費財・サービス 11.2% コミュニケーション・サービス 13.7%

資本財・サービス 4.4% 公益事業 0.0%
※資産構成比は、マザーファンドの純資産
総額に占める割合です。（四捨五入処理） エネルギー 1.3% 不動産 0.0%

※業種別構成比は、マザーファンドの純資産
総額に占める割合です。（四捨五入処理）生活必需品 2.4% その他 0.9%

■■株株式式  組組入入上上位位１１００銘銘柄柄 ■■今今月月のの市市場場動動向向
組入銘柄数 45

当月の米国株式市場は小幅に下落した一方、米国成長株式市場は上昇しました。米国株式市場の動きをみる
と、月の序盤、トランプ政権が貿易相手国に対する相互関税を発表したことや、中国が報復措置を表明したた
め、世界経済や企業業績が悪化するとの懸念につながり、株価は急落しました。月の中盤、トランプ政権が相互
関税の一部の発動を90日間停止する意向を示したことを好感して、株価は反発に転じました。その後、米半導体
大手の製品が米政府により対中半導体輸出規制の対象となったとの報道が嫌気されたことや、トランプ大統領
がパウエル米連邦準備制度理事会（FRB）議長に対して利下げを要求したことを受けて、FRBの独立性が損なわ
れるとの懸念が広がり、株価は軟調な展開となりました。月の下旬、トランプ政権の対中関税政策の強硬姿勢が
緩和するとの見方や、米中間の通商協議の進展期待などが下支えとなったため、株価は回復基調に向かい、そ
れまでの下落分の多くを縮小しました。

銘柄名 業種 市場 比率

1 マイクロソフト 情報技術 NASDAQ 8.4%

2 エヌビディア 情報技術 NASDAQ 8.3%

3 アマゾン・ドット・コム 一般消費財・サービス NASDAQ 7.9%

4 アップル 情報技術 NASDAQ 6.5%

■■今今月月のの運運用用実実績績
6 ブロードコム 情報技術 NASDAQ 4.9%

当月、パフォーマンスにプラス寄与した主な銘柄は、企業向けIT情報管理プラットフォームをクラウド経由で提供
するサービスナウ、サイバーセキュリティ製品・サービス会社であるクラウドストライク・ホールディングスでした。
サービスナウは、四半期決算の好調を手がかりに株価が上昇しました。クラウドストライク・ホールディングスは、
新たな最高技術革新責任者（CTIO）の任命や、大手クラウドベンダーと戦略的提携を拡大するとの発表が好感さ
れ、株価が上昇しました。

一方、医療保険・薬剤給付管理などを手がけるユナイテッドヘルス・グループや、アップルなどが、パフォーマン
スにマイナスの影響を与えました。ユナイテッドヘルス・グループは、四半期決算が市場予想を下回ったことに加
え、通期の業績見通しを下方修正したことも悪材料となり、株価が下落しました。アップルは、トランプ政権による
相互関税が中国を中心に広がる同社のサプライチェーンに大きな打撃を与えるとの懸念から、株価が下落しまし
た。

7 イーライリリー ヘルスケア

※組入比率は、マザーファンドの純資産総額に占める割合です。（四捨五入処理）

■■今今後後のの見見通通ししとと運運用用方方針針

5 メタ・プラットフォームズ コミュニケーション・サービス NASDAQ 5.3%

New York 4.5%

8 マスターカード 金融 New York 3.9%

米国株式は、トランプ大統領が相互関税を一時猶予したことを受けて、短期的にリスク回避の動きが弱まる可能性が想定されます。米中間の高関税が時限的ではあるものの大幅に引き下げられ、相場は悲観一色の状況からは改善が見られます。一方、
関税そのものがなくなったわけではないことや、企業が関税の影響を織り込みにくく慎重な業績見通しを公表する可能性があります。またトランプ大統領の政策をめぐる不規則な発言は引き続き市場の変動性を高める要因となると懸念されます。当面は
米国と各国との通商交渉の進展状況などが注目されます。

このような環境下、ファンドにおいては業種別で情報技術やコミュニケーション・サービスの組入比率が高めとなっています。今後も、政策の影響を精査しつつ、リスクを慎重に管理しながら、「高い成長力を有する企業に割安感がある価格で投資する」とい
う原則を重視して運用を行います。

9 アルファベット（クラスＡ株） コミュニケーション・サービス NASDAQ 3.6%

10 オラクル 情報技術 New York 2.6%

■■基基準準価価額額（（分分配配金金再再投投資資））のの推推移移

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

2013/7/11 2017/6/15 2021/5/27 2025/4/30

（円）

（年/月/日）（設定日）

基準価額（分配金再投資）

外国株式UG

この保険のご留意いただきたい内容については、巻頭に「特別勘定運用レポートをご覧いただくにあたって」の記載が
ございますので、必ずご確認ください。
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特別勘定の名称：外国株式DJ

SMTAMダウ・ジョーンズパッシブファンド

ファンド名：私募SMTAMダウ・ジョーンズパッシブファンド（適格機関投資家専用） 作成基準日：

ファンド設定日：2021/8/6

組入銘柄数

比 率※2

設定・運用は、三井住友トラスト・アセットマネジメント（https：//www.smtam.jp/）

一般消費財・サービス流通・小売り
医薬品・ﾊﾞｲｵﾃｸﾉﾛｼﾞｰ・ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ
ヘルスケア機器・サービス
素材
消費者サービス
テクノロジー・ハードウェアおよび機器

保険

銘     柄業     種
※1

金融サービス
ソフトウェア・サービス
資本財

超過収益率

うち先物株式

コール・その他

株　　式　　比　　率

うち現物株式

ベンチマーク

30銘柄

解約価額

比 率※ 銘     柄 比 率※	

●
・

・

・

・

●

●

－ －

－ －

運用方針
主としてマザーファンド受益証券に投資し、ダウ・ジョーンズ
工業株価平均（ ダウ）（配当込み、円ベース）※と連動す
る投資成果を目指して運用を行います。
実質組入外貨建資産に対する為替ヘッジは、原則として行
いません。
資金動向、市況動向の急激な変化が生じたとき等並びに
投資信託財産の規模によっては、上記の運用ができない
場合があります。
ファミリーファンド方式で運用します。ファミリーファンド方式
とは、受益者からの資金をまとめてベビーファンド（私募

ダウ・ジョーンズパッシブファンド（適格機関投資家
専用））とし、その資金をマザーファンド（ ダウ・
ジョーンズ米国株式マザーファンド）に投資して、実質的な
運用はマザーファンドで行う仕組みです。
投資対象等
SMTAMダウ・ジョーンズ米国株式マザーファンド
ベンチマーク
ダウ・ジョーンズ工業株価平均（ ダウ）（配当込み、円
ベース）

5年 10年

－

前月末比

-1,194円

1年

15,809円

純資産総額 316百万円

1ヶ月 3ヶ月 6ヶ月

ファンド

-1,191円

-20百万円

3年

基準価額 15,840円

2025年4月30日

設定来

－

※運用状況によっては、分配金額が変わる場合、
あるいは分配金が支払われない場合があります。

基準価額 分配金再投資）

ﾍﾞﾝﾁﾏｰｸ

ファンドの特色 ファンドの状況

基準価額の騰落率

●基準価額等

基準価額の推移

組入上位１０業種（マザーファンド）

信託財産（マザーファンド）の構成

※対純資産総額比

●資産構成比

●

組入上位２０銘柄（マザーファンド）

（※）

ファンドの特色

※純資産総額は百万円未満四捨五入

※対純資産総額比

設定当初 として指数化

円
（10,000口あたり、課税前）
設定来分配金合計

第2期(2023.04.20)分配金  0.00円

第3期(2024.04.22)分配金  0.00円

第4期(2025.04.21)分配金  0.00円

ファンドの特色ファンドの特色

※ファンドの騰落率は、分配金（課税前）を分配時に再投資したものとみなして修正した

基準価額を基に算出しています。

※ 業種は 分類（産業グループ）によるものです。 に関する

知的所有権等は および に帰属します。
※ 対純資産総額比

ダウ・ジョーンズ工業株価平均とは、 が米国を代表する優良 銘柄を選出

し、指数化したものです。 年に 種平均株価として誕生し、現在では米国株式の値動きを示す

代表的な株価指数として知られ、日本では「ダウ平均」、「 ダウ」、「ダウ工業株 種」などと呼ば

れています。「配当込み」指数は、配当収益を考慮して算出した指数です。

｢ （ ） Index®」（「ダウ・ジョーンズ工業株価平均（円ベー

ス）」）は、 の一部門である （以下「 」）の商品であり、

これを利用するライセンスが当社に付与されています。 Poor's®及びS&P®は、

の一部門である （以下「 」）の登録商標で、

DJIA®、 Dow®、 Jones®及び は

（以下「 」）の登録商標であり、これらの商標を利用するライセンスが

に、特定目的での利用を許諾するサブライセンスが当社にそれぞれ付与されています。当ファンド

は、 、 、 又はそれぞれの関連会社によって支援、保証、販売、又は販売促進

されているものではなく、これら関係者のいずれも、かかる商品への投資の妥当性に関するいかな

る表明も行わず、 の誤り、欠落、又は中断に対して一切の責任も負

いません。

外国株式DJ

この保険のご留意いただきたい内容については、巻頭に「特別勘定運用レポートをご覧いただくにあたって」の記載が
ございますので、必ずご確認ください。
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特別勘定の名称：外国株式GP

外国株式パッシブファンド

ファンド名：私募外国株式パッシブファンド（適格機関投資家専用） 作成基準日：

ファンド設定日：2013/2/28

組入銘柄数

国・地域 ﾍﾞﾝﾁﾏｰｸ構成比

米国
英国

カナダ
フランス
ドイツ
スイス

オーストラリア
オランダ
スペイン
イタリア

設定・運用は、三井住友トラスト・アセットマネジメント（https：//www.smtam.jp/）

2025年4月30日

●
・

・

・

・

・

●

●

運用方針
わが国を除く世界の主要国の株式に分散投資を行
い、 コクサイ・インデックス（配当込み、円換算
ベース）※と連動する投資成果を目標として運用を行
います。
株式への実質投資割合は、原則として高位（ ％以
上）とします。
実質組入外貨建資産については、原則として為替ヘッ
ジを行いません。ただし、エクスポージャーの調整等を
目的として為替予約取引等を活用する場合がありま
す。
資金動向、市況動向の急激な変化が生じたとき等並
びに投資信託財産の規模によっては、上記の運用が
できない場合があります。
ファミリーファンド方式で運用します。ファミリーファンド
方式とは、受益者からの資金をまとめてベビーファンド
（私募外国株式パッシブファンド（適格機関投資家専
用））とし、その資金をマザーファンド（外国株式マザー
ファンド）に投資して、実質的な運用はマザーファンド
で行う仕組みです。
投資対象等
わが国を除く世界の主要国の株式に投資する
「外国株式マザーファンド」
ベンチマーク

コクサイ・インデックス（配当込み、円換算ベー
ス）

前月末比

基準価額 51,731円 -2,288円

解約価額 51,628円 -2,283円

純資産総額 39,243百万円 -724百万円

1ヶ月 3ヶ月 6ヶ月 1年 3年 5年 10年 設定来

ファンド

ベンチマーク

株　　式　　比　　率

うち現物株式

うち先物株式

超過収益率

米国
米国

コール・その他

1,171銘柄

比 率
※ 銘     柄 国・地域 比 率

※

米国
米国

米国
米国

米国
米国

米国
米国

※運用状況によっては、分配金額が変わる場合、
あるいは分配金が支払われない場合があります。

基準価額 分配金再投資）

ベンチマーク

ファンドの特色 ファンドの状況

基準価額の騰落率

●基準価額等

基準価額の推移

組入上位１０カ国・地域（マザーファンド）

信託財産（マザーファンド）の構成

※対純資産総額比

●資産構成比

●

組入上位１０銘柄（マザーファンド）

コクサイ・インデックスとは、 が開発した日本を除く世界の主要国の株式市場の動き

を表す株価指数で、株式時価総額をベースに算出されます。「配当込み」指数は、配当収益を考慮

して算出した指数です。「円換算ベース」は、米ドルベース指数をもとに、当社が独自に円換算した

指数です。

コクサイ・インデックスに関する著作権等の知的財産権及びその他の一切の権利は

に帰属します。また、 は コクサイ・インデックスの内容を変更する権利及び公表を停

止する権利を有しています。

※ファンドの騰落率は、分配金（課税前）を分配時に再投資したものとみなして修正した

基準価額を基に算出しています。

（※）

ファンドの特色

※純資産総額は百万円未満四捨五入

※対現物株式評価額比

※対純資産総額比

設定当初 として指数化

円
（10,000口あたり、課税前）
設定来分配金合計

第10期(2023.02.21)分配金  0.00円

第11期(2024.02.21)分配金  0.00円

第12期(2025.02.21)分配金  0.00円

外国株式 GP

この保険のご留意いただきたい内容については、巻頭に「特別勘定運用レポートをご覧いただくにあたって」の記載が
ございますので、必ずご確認ください。
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特別勘定の名称：リートJR

J-REIT・リサーチファンド

ファンド名：私募J-REIT・リサーチファンド（適格機関投資家専用） 作成基準日：

ファンド設定日：2021/08/06

組入銘柄数

比 率※2

総合型
オフィス特化型
商業施設特化型
住居特化型
物流特化型
ホテル特化型
ヘルスケア施設特化型

設定・運用は、三井住友トラスト・アセットマネジメント（https：//www.smtam.jp/）

47銘柄

R　E　I　T　比　率

うち現物

●
・

・

・

・

●

●

運用方針
わが国の取引所に上場（上場予定並びにわが国の取
引所に準ずる市場で取引されている場合を含みま
す。）している不動産投資信託証券（以下「J-REIT」と
いいます。）に投資します。
J-REITへの投資にあたっては、各銘柄の投資適格性
等を考慮したうえで、投資環境調査、各銘柄の保有不
動産分析、収益並びに配当の予想等に基づき、銘柄
選択を行います。
ただし、資金動向、市況動向の急激な変化が生じたと
き等並びに投資信託財産の規模によっては、上記の
運用ができない場合があります。
ファミリーファンド方式で運用します。ファミリーファンド
方式とは、受益者からの資金をまとめてベビーファンド
（私募J-REIT・リサーチファンド（適格機関投資家専
用））とし、その資金をマザーファンド（J-REIT・リサーチ
マザーファンド）に投資して、実質的な運用はマザー
ファンドで行う仕組みです。
投資対象等
「J-REIT・リサーチ マザーファンド」
参考指数
東証REIT指数(配当込み）※

参考指数

ファンド

ＮＴＴ都市開発リート投資法人

森ヒルズリート投資法人

ユナイテッド・アーバン投資法人

大和ハウスリート投資法人

平和不動産リート投資法人

ヒューリックリート投資法人

うち先物

コール・その他

用途※1
比率※

-1百万円純資産総額 128百万円

銘　　　柄 銘　　　柄 比率※

ＫＤＸ不動産投資法人

大和証券リビング投資法人

積水ハウス・リート投資法人

日本プライムリアルティ投資法人

アクティビア・プロパティーズ投資法人

日本ビルファンド投資法人
三井不動産ロジスティクスパーク投資法人

日本都市ファンド投資法人

Ｏｎｅリート投資法人

ラサールロジポート投資法人

アドバンス・レジデンス投資法人

日本リート投資法人

ＧＬＰ投資法人

ＣＲＥロジスティクスファンド投資法人

+138円

+137円

10年 設定来1ヶ月 3ヶ月 5年

基準価額

解約価額

9,363円

9,335円

前月末比

2025年4月30日

－－

－－

6ヶ月 1年 3年

※運用状況によっては、分配金額が変わる場合、
あるいは分配金が支払われない場合があります。

基準価額 分配金再投資

東証 指数（配当込）

※対純資産総額比

ファンドの特色 ファンドの状況

基準価額の騰落率

●基準価額等

基準価額の推移

用途別組入状況（マザーファンド）

信託財産（マザーファンド）の構成

※対純資産総額比

設定当初 として指数化

●資産構成比

●
組入上位 銘柄（マザーファンド）

※ファンドの騰落率は、分配金（課税前）を分配時に再投資したものとみなして修正した
基準価額を基に算出しています。

※純資産総額は百万円未満四捨五入

円
（10,000口あたり、課税前）
設定来分配金合計

第2期(2023.01.17)分配金  0.00円

第3期(2024.01.17)分配金  0.00円

第4期(2025.01.17)分配金  0.00円

東証 指数とは、株式会社ＪＰＸ総研が算出、公表する指数で、東京証券取

引所に上場している （不動産投資信託証券）全銘柄を対象とした時価総額

加重型の指数です。「配当込み」指数は、配当収益を考慮して算出したものです。

同指数の指数値及び同指数に係る標章又は商標は、株式会社ＪＰＸ総研又は株

式会社ＪＰＸ総研の関連会社（以下「ＪＰＸ」という。）の知的財産であり、指数の算

出、指数値の公表、利用など同指数に関するすべての権利・ノウハウ及び同指

数に係る標章又は商標に関するすべての権利はＪＰＸが有します。ＪＰＸは、同指

数の指数値の算出又は公表の誤謬、遅延又は中断に対し、責任を負いません。

本商品は、ＪＰＸにより提供、保証又は販売されるものではなく、本商品の設定、

販売及び販売促進活動に起因するいかなる損害に対してもＪＰＸは責任を負い

ません。

※

用途は、三井住友トラスト・アセットマネジメントが独自に分類

したものです。

対現物 構成比

※1

※2

リート JR

この保険のご留意いただきたい内容については、巻頭に「特別勘定運用レポートをご覧いただくにあたって」の記載が
ございますので、必ずご確認ください。
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特別勘定の名称：リートGR

グローバルリートインデックス・オープン

ファンド名：グローバルリートインデックス・オープン（適格機関投資家専用） 作成基準日：

ファンド設定日：2015/04/24

組入銘柄数

比 率
※

設定・運用は、三井住友トラスト・アセットマネジメント（https：//www.smtam.jp/）

グローバルREIT

国・地域
米国
オーストラリア
英国
シンガポール
フランス
カナダ

291銘柄

ベルギー
香港
スペイン
韓国

5年 10年

2025年4月30日

グローバルREIT先物取引

短期金融資産等

ベンチマーク

超過収益率

設定来

ファンド

前月末比

-849円

-849円

+7百万円

3年

基準価額 14,117円

解約価額

銘     柄 比 率
※国・地域

米国
米国

米国
米国

米国

米国
オーストラリア

●
・

・

・

・

●

●

運用方針
先進国 指数（除く日本、配当込み、円ベース）

※の動きに連動する投資成果を目標として運用を行いま
す。
外貨建資産に対する為替ヘッジは、原則として行いませ
ん。
ただし、資金動向、市況動向の急激な変化が生じたとき
等並びに投資信託財産の規模によっては、上記の運用
ができない場合があります。
ファミリーファンド方式で運用します。ファミリーファンド方
式とは、受益者からの資金をまとめてベビーファンド（グ
ローバルリートインデックス・オープン（適格機関投資家専
用））とし、その資金をマザーファンド（グローバル イ
ンデックス マザーファンド）に投資して、実質的な運用は
マザーファンドで行う仕組みです。
投資対象等
主として日本を除く世界各国の取引所に上場している（上
場予定を含みます。）不動産投資信託証券等に投資する
「グローバルREIT インデックス マザーファンド」
ベンチマーク
S&P先進国REIT指数（除く日本、配当込み、円ベース）

米国

米国
米国

1年

14,117円

純資産総額 4,145百万円

1ヶ月 3ヶ月 6ヶ月

※運用状況によっては、分配金額が変わる場合、
あるいは分配金が支払われない場合があります。

基準価額 分配金再投資）

ﾍﾞﾝﾁﾏｰｸ

ファンドの特色 ファンドの状況

基準価額の騰落率

●基準価額等

基準価額の推移

組入上位１０カ国・地域（マザーファンド）

信託財産（マザーファンド）の構成

※対純資産総額比

●資産構成比

●

組入上位１０銘柄（マザーファンド）

※ファンドの騰落率は、分配金（課税前）を分配時に再投資したものとみなして修正した 基準
価額を基に算出しています。

（※）

ファンドの特色

※純資産総額は百万円未満四捨五入

※対純資産総額比

※対純資産総額比

設定当初 として指数化

円
（10,000口あたり、課税前）
設定来分配金合計

第8期(2022.11.10)分配金  400.00円

第9期(2023.11.10)分配金  340.00円

第10期(2024.11.11)分配金  480.00円

先進国 指数（以下「当インデックス」）とは、

（以下「 」）が公表する指数で、世界主要国に上場する （不動産投資信

託証券）及び同様の制度に基づく銘柄の浮動株修正時価総額に基づいて算出さ

れます。

「配当込み」指数は、配当収益を考慮して算出した指数です。

当インデックスは、 の一部門である の商品であり、これを利用す

るライセンスが当社に付与されています。 ®及び ®は、

の一部門である （以下「 」）の

登録商標で、 ®は （以下「

」）の登録商標であり、これらの商標を利用するライセンスが に、特定

目的での利用を許諾するサブライセンスが当社にそれぞれ付与されています。当

ファンドは、 、 、 又はそれぞれの関連会社によって支援、保証、

販売、又は販売促進されているものではなく、これら関係者のいずれも、かかる商

品への投資の妥当性に関するいかなる表明も行わず、当インデックスの誤り、欠

落、又は中断に対して一切の責任も負いません。

リート GR

この保険のご留意いただきたい内容については、巻頭に「特別勘定運用レポートをご覧いただくにあたって」の記載が
ございますので、必ずご確認ください。



組入投資信託の運用状況

12

特別勘定の名称：国内債券KP

日本債券パッシブファンド

ファンド名：私募日本債券パッシブファンド（適格機関投資家専用） 作成基準日：

● 運用方針

ファンド設定日：2013/02/28

● 組入銘柄数

● 修正デュレーション ファンド

ベンチマーク

ﾍﾞﾝﾁﾏｰｸ構成比

設定・運用は、三井住友トラスト・アセットマネジメント（https：//www.smtam.jp/）

円建外債

第３７３回利付国債（１０年）

第３６５回利付国債（１０年）
第３５９回利付国債（１０年）
第３４６回利付国債（１０年）

政府保証債
地方債

事業債
金融債

第３４４回利付国債（１０年）
第３７７回利付国債（１０年）
第３６０回利付国債（１０年）
第３７１回利付国債（１０年）

国債

償還日 比 率※

種　類 比 率※

銘　柄 クーポン

第３６８回利付国債（１０年）
第３４５回利付国債（１０年）

うち先物

コール・その他

796銘柄

債　券　比　率

うち現物

超過収益率

ﾍﾞﾝﾁﾏｰｸ

2025年4月30日

前月末比
・

・

・

・

●

●

わが国で発行された公社債に分散投資を行い、
総合※と連動する投資成果を目標とし

て運用を行います。
公社債等の実質投資割合は、原則として高位を保ちま
す。
ただし、資金動向、市況動向の急激な変化が生じたと
き等並びに投資信託財産の規模によっては、上記の
運用ができない場合があります。
ファミリーファンド方式で運用します。ファミリーファンド
方式とは、受益者からの資金をまとめてベビーファンド
（私募日本債券パッシブファンド（適格機関投資家専
用））とし、その資金をマザーファンド（日本債券マザー
ファンド）に投資して、実質的な運用はマザーファンドで
行う仕組みです。
投資対象等
わが国の公社債に投資する「日本債券マザーファンド」
ベンチマーク
NOMURA-BPI総合

基準価額 9,940円 +56円

解約価額 9,931円 +56円

純資産総額 71,982百万円 -530百万円

1ヶ月 3ヶ月 6ヶ月 1年 3年 5年 10年 設定来

ファンド

※運用状況によっては、分配金額が変わる場合、
あるいは分配金が支払われない場合があります。

基準価額 分配金再投資

ベンチマーク

※対純資産総額比

ファンドの特色 ファンドの状況

●基準価額等

基準価額の推移

種類別構成比（マザーファンド）

※対純資産総額比

設定当初 として指数化

●資産構成比

組入上位 銘柄（マザーファンド）

※ファンドの騰落率は、分配金（課税前）を分配時に再投資したものとみなして修正した
基準価額を基に算出しています。

総合とは、野村フィデューシャリー・リサーチ＆コンサルティング株

式会社が公表する、日本の公募債券流通市場全体の動向を表す投資収益指数

で、一定の組入れ基準に基づいて構成された債券ポートフォリオのパフォーマン

スを基に計算されます。同指数の知的財産権は野村フィデューシャリー・リサー

チ＆コンサルティング株式会社に帰属します。なお、野村フィデューシャリー・リ

サーチ＆コンサルティング株式会社は、同指数の正確性、完全性、信頼性、有用

性を保証するものではなく、同指数を用いて行われる当社の事業活動・サービス

に関し一切責任を負いません。

※

※純資産総額は百万円未満四捨五入

第10期(2023.01.23)分配金  0.00円

第11期(2024.01.22)分配金  0.00円

第12期(2025.01.22)分配金  0.00円

基準価額の騰落率

信託財産（マザーファンド）の構成

※対現物債券構成比

円
（10,000口あたり、課税前）
設定来分配金合計

国内債券 KP

この保険のご留意いただきたい内容については、巻頭に「特別勘定運用レポートをご覧いただくにあたって」の記載が
ございますので、必ずご確認ください。
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特別勘定の名称：外国債券GP

外国債券パッシブファンド

ファンド名：私募外国債券パッシブファンド（適格機関投資家専用） 作成基準日：

ファンド設定日：2013/2/28

● 組入銘柄数

● 修正デュレーション ファンド

ベンチマーク

発行国 ﾍﾞﾝﾁﾏｰｸ構成比

米国
中国

フランス
イタリア
ドイツ
英国

スペイン
カナダ

ベルギー
オランダ

設定・運用は、三井住友トラスト・アセットマネジメント（https：//www.smtam.jp/）

米国国債
米国国債

米国国債
米国国債
米国国債

米国国債

米国国債

2025年4月30日

超過収益率

●
・

・

・

・

●

●

運用方針
世界国債インデックス（除く日本、ヘッジなし・円ベース）

※に採用されている国の国債等に分散投資し、同インデック
スと連動する投資成果を目標として運用を行います。
実質組入外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行
いません。ただし、エクスポージャーの調整等を目的として為
替予約取引等を活用する場合があります。
資金動向、市況動向の急激な変化が生じたとき等並びに投
資信託財産の規模によっては、上記の運用ができない場合
があります。
ファミリーファンド方式で運用します。ファミリーファンド方式と
は、受益者からの資金をまとめてベビーファンド（私募外国債
券パッシブファンド（適格機関投資家専用））とし、その資金を
マザーファンド（外国債券マザーファンド）に投資して、実質的
な運用はマザーファンドで行う仕組みです。
投資対象等
日本を除く世界の主要国の公社債に投資する
「外国債券マザーファンド」
ベンチマーク
FTSE世界国債インデックス
（除く日本、ヘッジなし・円ベース）

5年 10年 設定来

ファンド

前月末比

-287円

-287円

+129百万円

3年

基準価額 16,140円

解約価額 16,124円

906銘柄

比 率
※

比 率
※償還日クーポン

米国国債

米国国債
米国国債

ﾍﾞﾝﾁﾏｰｸ

銘　　　柄

純資産総額 23,811百万円

1ヶ月 3ヶ月 6ヶ月 1年

基準価額 分配金再投資）

ﾍﾞﾝﾁﾏｰｸ

ファンドの特色 ファンドの状況

基準価額の騰落率

●基準価額等

基準価額の推移

組入上位１０カ国（マザーファンド）

信託財産（マザーファンド）の構成

設定当初 として指数化

●資産構成比

組入上位１０銘柄（マザーファンド）

※ファンドの騰落率は、分配金（課税前）を分配時に再投資したものとみなして修正した

基準価額を基に算出しています。

※対現物債券評価額比 ※対純資産総額比

世界国債インデックスは、 により運営され、世

界主要国の国債の総合収益率を各市場の時価総額で加重平均した債券イン

デックスです。 は、本ファンドのスポンサーではな

く、本ファンドの推奨、販売あるいは販売促進を行っておりません。この

インデックスのデータは、情報提供のみを目的としており、

は、当該データの正確性および完全性を保証せず、またデータ

の誤謬、脱漏または遅延につき何ら責任を負いません。このインデックス

に対する著作権等の知的財産その他一切の権利は に

帰属します。

（※）

ファンドの特色

※純資産総額は百万円未満四捨五入

※運用状況によっては、分配金額が変わる場合、
あるいは分配金が支払われない場合があります。

第10期(2023.02.21)分配金  0.00円

第11期(2024.02.21)分配金  0.00円

第12期(2025.02.21)分配金  0.00円

円
（10,000口あたり、課税前）
設定来分配金合計

※対純資産総額比

外　国　債　券

うち現物

うち先物

コール・その他

外国債券 GP

この保険のご留意いただきたい内容については、巻頭に「特別勘定運用レポートをご覧いただくにあたって」の記載が
ございますので、必ずご確認ください。
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特別勘定の名称：マネー

マネープールファンドAL

ファンド名：私募マネープールファンドAL（適格機関投資家専用） 作成基準日：

● 運用方針

ファンド設定日：2010/04/05

設定・運用は、三井住友トラスト・アセットマネジメント（https：//www.smtam.jp/）

基準価額

解約価額

9,910円

9,910円

前月末比

2025年4月30日

わが国の公社債を主要投資対象とするマネープール
マザーファンド（以下「マザーファンド」）の受益証券を
主要投資対象とします。なお、公社債等に直接投資す
ることもあります。
マザーファンド受益証券への投資比率は、原則として
高位を維持することを基本とします。ただし、資金動
向、市況動向の急激な変化が生じたとき等ならびに信
託財産の規模によっては、上記の運用ができない場
合があります。
ファミリーファンド方式で運用します。ファミリーファンド
方式とは、受益者からの資金をまとめてベビーファンド
（私募マネープールファンド 適格機関投資家専用 ）
とし、その資金をマザーファンド（マネープールマザー
ファンド）に投資して、実質的な運用はマザーファンドで
行う仕組みです。

投資対象等
わが国の公社債を主要投資対象とする
「マネープールマザーファンド」

1年6ヶ月3ヶ月1ヶ月

+41百万円

設定来10年

コール・その他

債券

・

・

・

●

+4円

+4円

228百万円

5年

純資産総額

3年

ファンド

※運用状況によっては、分配金額が変わる場合、
あるいは分配金が支払われない場合があります。

基準価額 分配金再投資

基準価額 分配金再投資

ファンドの特色 ファンドの状況

基準価額の騰落率

●基準価額等

基準価額の推移信託財産（マザーファンド）の構成

※対純資産総額比

●資産構成比

※ファンドの騰落率は、分配金（課税前）を分配時に再投資したものとみなして修正した
基準価額を基に算出しています。

（注）純資産総額は百万円未満四捨五入

円
（10,000口あたり、課税前）
設定来分配金合計

第13期(2022.11.25)分配金  0.00円

第14期(2023.11.27)分配金  0.00円

第15期(2024.11.25)分配金  0.00円

マネー

この保険のご留意いただきたい内容については、巻頭に「特別勘定運用レポートをご覧いただくにあたって」の記載が
ございますので、必ずご確認ください。



裏表紙

引受保険会社募集代理店

〒103-0028　東京都中央区八重洲 1-3-7 八重洲ファーストフィナンシャルビル

https://www.ms-primary.com

資料請求・お問合わせ
フリーダイヤル　0120-125-104
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